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首都直下地震と阪神大震災
－震度6強のスーパー都市災害と震度7の都市災害－

平成22年度・21世紀文明研究セミナー

２０１０年１０月１２日

中林一樹中林一樹
（なかばやし いつき）

首都大学東京 都市環境科学研究科

人と防災未来センター上級研究員

東京都 震災復興検討会議 議長

１．震度７からの教訓
（阪神・淡路大震災）

阪神･淡路大震災の被害概要

最大震度 震度７

死 者 数 ６ ４３２人

停 電 １週間

電 話 支 障 １０日間死 者 数 ６，４３２人

直 接 死

関 連 死

５，５０２人

９３０人

全壊建物 １０４，９０６棟

半壊建物 １４７ ４３３棟

電 話 支 障 １０日間

水 道 支 障 ２ヶ月

ガ ス 支 障 ３ヶ月

交通機能支障 6ヶ月

避難者（公設）
半壊建物 １４７，４３３棟

出火件数 ２９４件

焼失建物 ６，９８２棟

(最大1/21) ３２万人

被災地の1年後
の人口減少

１９万人

建物全壊率と直接死者の分布
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阪神･淡路大震災における死者
多くは自宅で即死だった

死 因 死者数 率

倒壊建物･

死亡時刻 死者数 率

1月17日
家具によ
る圧死等

4,831人 88%

焼 死 等 550人 10%

そ の 他 121人 2%

月 日
5:46～6:00 3,266人 61%

6:00～

12:00 1,397人 26%

12:00～

24 00 411人 8%直 接 死 5,502人 100%

関 連 死 940人 17%

総死者数 6,432人 117%

24:00 411人 8%

1月18日～ 290人 5%

合 計 5,364人 100%

建物倒壊による道路閉塞（阪神･淡路大震災）

六甲（上：震度６強／下震度７）：５学会報告
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新潟県中越地震の被害概要

最大震度 震度 ７

死 者 数 ６８人

出 火 件 数 ６件

焼 失 建 物 ６棟死 者 数 ６８人

直 接 死

関 連 死

１６人

５２人

負 傷 者 ４，５８６人

全 壊 建 物 ３，１９５棟

焼 失 建 物 ６棟

交通機能支障 ３０ヶ月

避難者（公設）

(最大10/26) １０万人

山塊・斜面崩壊で、孤立

大規模半壊 １，７２３棟

半 壊 建 物 ９，５８６棟

一 部 損 壊 ９２，１３４棟

集落が多数発生。

積雪期の生活不可能で、
山古志村は２年間の全村
避難を余儀なくされた。

阪神･淡路大震災と中越地震の比較①

全壊全焼１０００棟あたりの被害

阪神･淡路大震災 中越地震

直接死 ４９ ２人 ５ ０人直接死 ４９．２人 ５．０人

関連死 ８．４人 １６．２人

建物出火件数 ２．４９件 ２．９０件

電気関連 １．５７件 ０．６５件

電気以外の火源 ０．９１件 ２．２６件

簡易な耐震補強でも「直接死」から命を守る．
高齢化は「震災関連死」を増やす
冬の夕方の地震は火災を多発させる

全壊全焼１０００棟あたりの被害

阪神 淡路大震災 中越地震

阪神･淡路大震災と中越地震の比較②

阪神･淡路大震災 中越地震

避 難 者 ３,０００人 ３０,０００人
被災地人口一人あたりの支援人口

被災地人口 ３５０万人 ３５万人

支 援 地 域 全国 全国支 援 地 域

（全人口）

全国

１２,０００万人

全国

１２,０００万人

支 援 者 ３５人／人 ３５０人／人

首都直下地震被災地人口2,500万人：４人／人

２．３０年以内に
震度６弱以上
の地震に
みまわれる

確率確率(平均ケース)
2010

交通事故で負傷 24.0 ％
ガンで死亡 6.8％
空き巣で被害 3.4％
火災で罹災 1.9％
大雨で被災 0.5％大雨で被災 0.5％
台風で罹災 0.48％
交通事故で死亡 0.20％
航空機事故で死亡 0.002％

阪神以降の被害地震

原子力発電所



21世紀文明研究セミナー2010 Nakabayashi Ｉ 2010/10/12

4

阪神・淡路大震災以降に発生した被害地震

発生日 地 震 Ｍ 震度 死 者 負傷者 全壊全焼 半 壊

1995.1.17 阪神・淡路大震災 7.3 ７ 6,437人 43,792人 111,941棟 144,274棟

2000 10 6 鳥取県西部地震 7 3 6強 0人 182人 434棟 3.094棟2000.10.6 鳥取県西部地震 7.3 6強 0人 182人 434棟 3.094棟

2001.3.24 芸予地震 6.7 6弱 2人 287人 69棟 749棟

2003.7.26 宮城県北部地震 6.4 6弱 0人 677人 1,276棟 3,809棟

2003.9.26 十勝沖地震 8.0 6強 2人 849人 116棟 368棟

2004.10.23 新潟県中越地震 6.8 ７ 68人 4,805人 3,184棟 13,810棟

2005.3.20 福岡西方沖地震 7.0 6弱 1人 1,204人 144棟 353棟

棟 棟2007.3.25 能登半島地震 6.9 6強 1人 356人 686棟 1,740棟

2007.7.16 新潟県中越沖地震 6.8 6強 15人 2,346人 1,331棟 5,709棟

2008.6.14 岩手･宮城内陸地震 7.2 6強 23人 426人 34棟 146棟

2008.7.24 岩手県北部の地震 6.8 6弱 1人 211人 1棟 0棟

2009.8.11 駿河湾の地震 6.6 6弱 1人 319名 0棟 6棟

被害事項 東京湾北部地震 東海地震 東南海・南海地震

30年間の発生確率 ７０ ％ ８７％（参考値） ６０～７０％

振動被害 15.0万棟 17.0万棟 17.0万棟

三大地震被害想定（内閣府）

建
物
被
害

振動被害 棟 棟 棟

液状化・崖など 4.5万棟 3.8万棟 10,0万棟

火災焼失 65.0万棟 5.0万棟 4.0万棟

津 波 － 7,000棟 4.0万棟

合 計 ８５ 万棟 ２７万棟 ３５万棟

人的
被害

死 者 11,000人 9,200人 18,000人

重傷者* 37,000人 27,000人 36,000人

ライフ
ライン
(直後)

水道 450万軒（1,100万人） 550万人 1,600万人

電気 160万軒（450万人） 520万人 1,000万人

ガス 120万軒（300万人） 290万人 300万人

経済的損失 112 兆円 37兆円 57兆円

主な被災都府県 １都3県 8都県 21都府県

阪神･淡路大震災をきっかけにできた
｢防災と復興」関連の主な法制度

• 耐震改修促進法

宅地造成等規制法（改定）• 宅地造成等規制法（改定）

• 密集市街地整備法

• 被災市街地復興特別措置法

• 被災者生活再建支援法

• 区分所有法（改定） ： 合意措置の緩和

• 都市計画法（改定） ： 特定防災街区制度地区

• 東京都条例（改定） ： 新防火規制

防災都市づくり推進計画

震災復興マニュアル

３．切迫する首都直下地震の被害想定（国）

Ｍ８（海溝型）→100年静穏→Ｍ７（直下地震）数回→Ｍ８（海溝型）→83年静穏→･･･21世紀
に
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発生年月日 地 震 名
（推定）マグニチュード

―――――――７―――――――――８――――

818
878.11.1

1241.5.22
1257.10.9
1293 5 27

関東諸国の地震
相模の地震
鎌倉の地震
関東南部の地震
鎌倉地震

――――――――――――●7.5＋
―――――――――――●7.4
―――――――■7.0
―――――――●7.0
――――――――●7 1

首都地域を襲ったM7クラス以上の地震

1293.5.27
1433.11.７
1615.6.26
1630.8.2
1647.6.16
1648.6.13
1649.7.30
1697.11.25
1703.12.31
1746.5.14

鎌倉地震
相模の地震
江戸の地震
江戸の地震
武蔵･相模の地震
相模・江戸の地震
埼玉県南部地震
相模・武蔵の地震
元禄関東地震
埼玉・栃木の地震

●7.1
―――――――■7.0＋
――――●6.7±
――――●6.7
――●6.5
―――――――●7.0
―――――――●7.0
――●6.5
―――――――――――――――――■7.9～8.2
――――――●6.9

1855.11.11
1894.6.20
1895.1.18
1921.12.8
1922.4.26
1923.9.1
1924.1.15
1987.12.17

安政江戸地震
明治東京地震＊
霞ヶ浦付近の地震＊
茨城県南部地震＊
浦賀水道の地震＊
大正関東地震
丹沢の地震
千葉県東方沖地震＊

――――――●6.9
―――――――●7.0
―――――――――●7.2
―――――――●7.0
―――――●6.8
――――――――――――――――■7.9
――――――――――●7.3
――――●6.7

首都直下地震のタイプ
①プレート境界の地震 （関東大震災など）
①’プレート境界面の地震（東京湾北部）
③浅いプレート内部（都心西部・さいたま直下など・活断層）
②深いプレート内部（除外）②深いプレ ト内部（除外）

４．首都直下地震（１８タイプ）の被害想定
（中央防災会議：2005．2月）

• 想定地震(1)東京湾北部地震(M.7.3他：３種)( ) ( )
(2)浅い直下地震(M.6.9：１０種）

(3)活断層地震(M.7.0～7.5：５種）

• 発生条件（１）①冬 ５時、 ②秋 ８時、

③夏１２時、④冬１８時③夏 時、④冬 時

・発生条件(2) ①風速３ｍ ②風速１５ｍ

★建物被害最大：東京湾北部地震・冬１８時・風速15m
★死者最大：都心西部直下地震・冬１８時・風速15m

地震動推計を行う対象地震 （１）プレート境界の地震

凡例

Ⅱ

茨城県南部

１９断層面の領域の整理

：発生の可能性が
低い領域

：発生の可能性が
高い７領域

Ⅰ 関東地震
Ⅱ 地震活動低
Ⅲ スロースリップ

Ⅳ 衝突域

Ⅳ

Ⅱ

（第１回岡田委員提供資料を
もとに作成）

Ⅳ 衝突域

Ⅲ

Ⅰ

多摩

東京湾北部
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Ｍ6.9の直下の地震
（２）地殻内の浅い地震地震動推計を行う対象地震

さいたま市直下
都心西部直下、都心東部直下

立川市直下

川崎市直下

成田空港直下

千葉市直下

横浜市直下
羽田空港直下

市原市直下

Ｍ7以上の活断層
（３）活断層地震地震動推計を行う対象地震

関東平野北西縁断層帯（Ｍ7.2）

立川断層帯（Ｍ7.3）

伊勢原断層帯（Ｍ7.0）

三浦半島断層群（Ｍ7 2）三浦半島断層群（Ｍ7.2）

神縄・国府津-松田断層帯（Ｍ7.5）

新耐震基準以前の建物の分布 １９８１年以前の木造住宅（都心部）
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阪神･淡路大震災の
建物被害の分布
（震災の帯）

ほぼ同一尺度
で見ると

地震災害に脆弱な
東京の木造密集市街地

急傾斜地
危険箇所
の分布

首都直下地震の想定被害の比較①
想定地震 Ｍ 震動全壊 液状化･斜面 火災全焼 死者

東京湾北部 7.3 150.000 45,000 650,000 11,000
都心東部 6.9 140,000 23,400 520,000 11,000
都心西部 6.9 160,000 23,200 610,000 13,000
さいたま直下 6.9 52,000 14,500 190,000 3,400
千葉直下 6.9 12,000 14,700 61,000 800
川崎直下 6.9 23,000 19,000 130,000 1,900
横浜直下 6.9 6,600 19,500 43,000 700
羽田直下 6.9 40,000 21,000 190,000 3,400
立川直下 6.9 9,100 12,600 53,000    500
市原直下 6.9 3,700 12,500 29,000 200
成田直下 6.9 3,800 5,300 9,200 200

首都直下地震の想定被害の比較②

想定地震 Ｍ 震動全壊 液状化 斜面 火災全焼 死者想定地震 Ｍ 震動全壊 液状化･斜面 火災全焼 死者

関東平野北西縁
断層帯

7.2 39,000 15,200 170,000 1,700

立川断層 7.3 120,000 25,700 340,000    6,400

伊勢原断層 7.0 41,000 12,500 110,000 2,600

神縄･国府津･松田
断層

7.5 77,000 18,200 130,000 5,600

三浦半島断層群 7.2 110,000 30,000 180,000 7,900
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東京湾北部地震
(M7.3)深さ約30km

建物全壊：１９５，０００棟
建物全焼：６５０，０００棟
直接死者： １１，０００人直接 者 ，

都心東部直下地震
（M6.9)深さ約10km

建物全壊：１６５，０００棟
建物全焼：５１０，０００棟
直接死者 １１ ０００人直接死者： １１，０００人

都心西部直下地震
(M6.9)深さ約10km

建物全壊：１８５，０００棟
建物全焼：６１０，０００棟
直接死者： １３ ０００人直接死者： １３，０００人

その他の地震の震度分布（２）
（１）地殻内の浅い地震（１）地殻内の浅い地震
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その他の地震の震度分布（３）
（１）地殻内の浅い地震（１）地殻内の浅い地震 ／／ （２）活断層地震（２）活断層地震 東京湾北部地震（M7.3）被害想定

 
季節 時刻 風速

冬 5時 3m/s

秋 8時 3 /

20万 40万 60万 80万 100万
（棟）

290000

秋 8時 3m/s

夏 12時 3m/s

冬 18時 3m/s

冬 5時 15m/s

秋 8時 15m/s

夏 12時 15m/s

650000

揺れ 液状化 急傾斜地崩壊 火災

冬 18時 15m/s

東京湾北部直下のプレート境界地震
(M7.3)による震度分布

東京湾北部地震の想定時間・風速別建物被害
想定結果

震動被害１５万棟：これが出火原因に

季節・風速に左右される火災被害

条件によ ては４万棟 ６５万棟条件によっては４万棟～６５万棟

東 京 湾 北 部 地 震

設定条件 出火件数 風速３ｍ／ｓ 風速１５ｍ／ｓ

冬５時 ３５０件 ４０，０００棟 １６０，０００棟

冬１８時 ２，５００件 ２９０，０００棟 ６５０，０００棟

首都直下地震の震災像（冬・平日・夕刻・風速15m）表4参照

☆建物全壊全焼 850,000棟
• 建物倒壊 150,000棟
• 液状化倒壊 33,000棟
• 急傾斜地 12,000棟
• 火災焼失 650,000棟
☆死亡者（都心 部地震）13 000人

☆ライフラインの被害
☆上水道機能支障（最大 1,100万件）
• １日目 25.7％ ４日目 6.8%
• （東京都； 33.3％ ～ 6.7％）
• 概ね１ヶ月で復旧
☆下水道機能支障（最大 45万件）☆死亡者（都心西部地震）13,000人

• 建物等圧死 4,500人
• 火 災 焼 死 8,000人

（要援護者死亡 4,100人）
☆建物損傷にともなう障害
• 脱出困難者 43,000人
• ブロック塀転倒 11万件
• 自販機転倒 63千機
• 落下物家屋 21千棟

☆下水道機能支障（最大 45万件）
• １日目 1.0％ ４日目 0.7%
• （東京都； 1.1％ ～ 0.8％）
• 概ね１ヶ月以内に復旧
☆電力供給停止（最大 160万件）
• １日目 6.1％ ４日目 2.6%
• （東京都； 12.9％ ～ 5.6％）
• 概ね１週間で復旧
☆通信不通回線（最大 110万件）落下物家屋 21千棟

• ガレキ 8,300～9,600万ｔ
☆帰宅困難者 650万人

（うち東京で 390万人）
☆自宅を失う世帯 １６０万世帯
☆避難所避難者 ２７０万人
☆負傷者 ２４万人
☆応急仮設住宅 ４８万戸

• １日目 4.8％ ４日目 4.0%
• （東京都； 9.3％ ～ 7.8％）
• 概ね２週間で復旧
☆ガス供給停止（最大 120万件）
• １日目 12.3％ ４日目 11.9%
• （東京都； 19.0％ ～ 18.3％）
• 概ね２ヶ月～３ヶ月で復旧
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上段：冬夕方上段：冬夕方1818時、風速時、風速15m/s15m/s
下段：冬夕方下段：冬夕方1818時、風速時、風速3m/s3m/s

経済被害（東京湾北部地震M7.3）

全壊・全焼建物（棟） 死 者 数（人）

揺れ
液状化

急傾斜
地崩壊 火災 合計

倒壊
落下物

急傾斜
地崩壊 火災 合計

都県別に見た東京北部地震の被害想定（内閣府）

液状化 地崩壊 火災 合計 落下物 地崩壊 火災 合計

茨 城 1,400 10 － 1,400 － － － －

栃 木 － － － － － － － －

群 馬 40 － － 40 － － － －

埼 玉 16,200 100 69,000 85,000 220 － 500 700

千 葉 24,900 800 86,000 110,000 460 50 700 1,200

東 京 117,800 4,200 410,000 530,000 2,700 400 4,700 7,800

神奈川 23,800 6,900 86,000 120,000 400 400 300 1,200

山 梨 50 － － 50 － － － －

静 岡 － － － 10 － － － －

合
計

被害 183,000 12,000 650,000 850,000 3,900 900 6,200 11,000

比率 22% 1% 77% 100% 35% 8% 57% 100%

５．東京都の被害想定の主要項目
◎基礎的事項：震度

①建物被害：地震動・液状化・急傾斜地崩壊（全壊・半壊）

②火災被害：出火・焼失（全焼・半焼）

③ライフライン被害：③ライフライン被害：

電気・通信・上水道・下水道・ガス（支障率と復旧日数）

④交通被害：道路（橋梁）・鉄道（高架橋）・港湾・空港

⑤人的被害：揺れ･液状化建物被害・急傾斜地崩壊・火災・ブロック
塀・落下物・屋内家具（死者・重傷者・負傷者）

⑥避難者：疎開者・避難所生活者（直後・１日後・４日後・３０日後）

⑦帰宅困難者：徒歩帰宅者・帰宅困難者⑦帰宅困難者：徒歩帰宅者・帰宅困難者

⑧自力脱出困難者（閉じ込め・生き埋め）

⑨エレベーター閉じ込め台数

⑩災害時要援護者 ⑪震災廃棄物（ガレキ）

⑫主要な地下街の被災 ⑬中高層住宅の被災

東京湾北部地震（東京都 M.7.3)

建物倒壊

揺れやすさ

建物火災

上水道

下水道水道
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東京湾北部地震の被害想定結果の比較

（風速15m)
東京都M6.9 東京都M7.3 内閣府M7.3

全壊焼失し ２６4 ０００ ４７２ ０００ ５３０ ０００全壊焼失し
た建物棟数

２６4，０００ ４７２，０００ ５３０，０００

建物全壊 ６０，０００ １２７，０００ １２０，０００

建物全焼

（全壊含まず）

２３２，０００

（２０４，０００）

３９４，０００

(３４５，０００）

４１０，０００

直接死者 ３，１００ ６，０００ ７，８００

震動による １，３００ ２，５００ ３，１００

火災による １，８００ ３，５００ ４，７００

東京湾北部地震（M7.3)
全壊１万棟を超える５区

建物総数 全壊総数(比) 木 造 非木造

足立区 132 323 16 701(12 6) 15 379 1 322足立区 132,323 16,701(12.6) 15,379 1,322
葛飾区 101,261 13,166(13.0) 10,964 2,202
江戸川区 108,925 12,376(11.0) 10,278 2,009
墨田区 54,268 12,337(22.7) 11,201 1,135
江東区 54 477 10 117(18 6) 9 186 931江東区 54,477 10,117(18.6) 9,186 931
大田区 141,276 8,898( 6.3) 7,968 714
荒川区 47,547 8,448(17.8) 7,882 548
台東区 40,326 5,705(14.1) 5,051 626

東京湾北部地震（M7.3/風速15m)
火災の焼失２万棟を超える６区

全棟数 木造棟数(％) 全壊棟数 焼失棟数

江戸川区 108 925 77 179(71) 12 376 34 754(32)

全壊を含まない全焼

江戸川区 108,925 77,179(71) 12,376 34,754(32)

葛飾区 101,261 74,353(73) 13,316 34,420(34)

大田区 141,276 98,564(70) 8,898 31,777(22)

世田谷区 164,149 115,764(71) 3,847 30,551(19)

杉並区 121,557 91,021(75) 2,006 30,419(25)

中野区 66,851 49,080(73) 1,855 20,113(30)

北区 68,672 49,753(72) 5,088 18,661(27)

練馬区 130,282 99,736(77) 1,582 18,177(14)

目黒区 54,753 37,278(68) 1,972 15,339(28)

東京湾北部地震 Ｍ7.3
電力ガス

通信
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東京湾北部地震の被害想定の比較

東京都M6.9 東京都M7.3 内閣府M7.3
電力施設（停電） 9.2 ％ 16.9 ％ 110 万軒

通信施設（不通） 6.0 ％ 10.1 ％ 74 万回線

ガス施設（停止） 6.4 ％ 17.9 ％ 110 万軒

上水道（断水） 24.5 ％ 34.8 ％ 390 万人

下水道（管被害） 19.9 ％ 22.3 ％ 13 万人

帰宅困難者 ３９２ 万人 ３９２ 万人 ３９０ 万人帰宅困難者 ３９２ 万人 ３９２ 万人 ３９０ 万人

避難者（直後） １６６ 万人 ２８７ 万人 ３１０ 万人

エレベーターの
閉じ込め

最大

7,520 台
最大

9,170 台
約

6,000 人

東京湾北部地震（M7.3)ライフラインの被害
停電率 電話不通率 ガス停止率 断水率 下水被害率

千代田 6.1 0.9 59.4 37.4 23.3
中 央 11.2 1.6 100.0 68.7 28.8
台 東 27.6 4.8 0.0 65.2 29.5
墨 田 48.6 17.6 100.0 79.5 31.8
江 東 38.2 13.2 100.0 78.8 30.4
太 田 27.3 23.4 48.9 52.5 27.3
荒 川 43.3 30.6 0.0 69.8 29.1
足 立 28.6 9.7 21.8 73.2 31.2
葛 飾 44.9 38.4 71.5 73.7 32.7
江戸川 37.1 27.7 71.1 73.3 30.5

東京の幹線街路の平時渋滞の状況
（15km以下の渋滞区間）

東京湾北部地震 震度６強の地域と
緊急輸送道路
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東京湾北部地震 M7.3 道路閉塞状況
の発生

東京湾北部地震 M7.3 震度６強と鉄道

全壊全焼建物の被害想定
～神戸市・中越地震都の比較～

• 阪神淡路大震災：104,906＋6,982：111,888棟
• うち 神戸市： 67 421＋6 965： 74 386棟• うち、神戸市： 67,421＋6,965： 74,386棟
• 新潟県中越地震 3,195＋6 ： 3,201棟
• 神戸市を上回る被害を受ける区市はない。

葛飾区47,586棟、江戸川区47,130棟、

大田区40 675棟 世田谷区34 398棟大田区40,675棟、世田谷区34,398棟、

杉並区32,425棟、足立区30,688棟、

北区23,749棟、中野区21,960棟がワースト8区
• 中越地震を上回る区は千代田・中央区以外21区

６. 地震被害はどのように軽減できるのか

「スーパー都市災害」の被害軽減方策

• 第１：地震動による直接被害（一次）の軽減第 地震動による直接被害（ 次）の軽減

事前の耐震補強・不燃化によって軽減。

• 第２：火災等による直接被害（二次）の軽減

防災まちづくりで街路・広場を確保し、

事後の災害対応(消火･救出･救助)で軽減。事後の災害対応(消火 救出 救助)で軽減。

• 第３：間接被害（経済損失等）の軽減

国家中枢機能を継続し、事後の復旧・復

興をスムーズに進めて、軽減。
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６-1．内閣府の首都直下対策の取り組み

（１）首都直下地震対策大綱（2005.9）
（２）首都直下地震防災戦略（2006.4）（２）首都直下地震防災戦略（2006.4）
（３）首都直下地震応急対策活動要領（2006.4）
（４）首都直下地震避難対策等特別調査会

（2006～2009）
・帰宅困難者対策帰宅困難者対策

・避難者対策

（５）首都直下地震復興対策検討懇談会

（2006～2010）

（１）大綱 ： 首都直下地震対策の柱
「首都直下地震対策大綱」（平成17年9月）の構成

首都中枢機能の継続性確保首都中枢機能の継続性確保

発災後３日程度を念頭に置いた目標と対策

膨大な被害への対応膨大な被害への対応 ～地震に強いまちの形成～～地震に強いまちの形成～

計画的かつ早急な予防対策 広域防災体制の確立 復旧・復興対策

●建築物の耐震化
●火災対策
 居住空間内外の安全確保対策
 ライフライン・インフラの確保対策

 首都圏広域連携体制
 救助・救命対策
●消火活動
 災害時要援護者

 震災廃棄物処理対策
 ライフライン・イン

フラの復旧対策
 首都復興のための総

国民運動の展開国民運動の展開

（公助、自助、共助）

社会全体で取り組む
膨大な避難者・帰宅困難者への対応

地域防災力 企業防災力

 ライフライン・インフラの確保対策
 長周期地震動の推進
 文化財保護対策の推進

 災害時要援護者
 保健衛生・防疫対策
 ボランティア活動環境整備

 首都復興のための総
合的検討

（２）防災戦略 （３）活動要領
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６-2．
東京都の

震災対策震災対策
の展開

～阪神・淡
路大震災以
降～降

「東京都震災対策条例」の構成
(1)前文
(2)総則

1.目的
2 知事の責務

7.地域における相互支援ネット
ワークづくり

2.知事の責務
3.都民の責務
4.事業者の責務
（市区町村の責務：削除）

(3)予防対策
1.震災に関する研究・公表
2 防災都市づくりの推進

8.ボランティアへの支援
9.要援護者に対する施策

10.防災訓練
11.都民等の意見

(4)応急対策
1.応急体制等の整備
2 避難2.防災都市づくりの推進

3.都市施設・建築物等の安
全の確保
4.火災の防止等
5.防災広報・防災教育
6.防災組織

2.避難
3.救出･救助の活動拠点等の確保
4.帰宅困難者対策

(5)復興対策
(6)委任

６-2-1防災都市づくり・防災まちづくりとは

（１）防災都市づくりの基本方向

①広域避難できる：避難路と避難場所

②大都市火災に強い：延焼遮断帯・防火区画

③災害対応の拠点施設がある：

基幹的広域防災拠点・広域拠点・安全街区

④リダンダンシーがある都市構造：

防災環境軸・防災緑地・防災緩衝帯

⑤危険な「地区／施設」がない市街地

防災都市づくり推進計画－防災生活圏
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整備プログラム （目標：平成２７年度）

延焼遮断帯の整備

■ 都市計画道路の整備を促進し、沿道建物への不燃化促進事業
等を導入

・都市計画道路の骨格防災軸の形成率 ： ９５％

・重点整備地域内の延焼遮断帯の形成率 ： ６５％ (５％ＵＰ)

重点整備地域の整備

■ １１地区毎に、整備目標（不燃領域率・延焼遮断帯形成率）を設定

各種事業や規制誘導策等の「整備計画」を策定

・不燃領域率 ： ６５％ (５％ＵＰ)

防災都市づくりの基本的な考え方

 安全な市街地の形成

避難場所等の確保■ 避難場所等の確保

 延焼遮断帯の形成

 緊急輸送道路の機能確保

地震災害に脆弱な木造密集市街地

1km
0分30分60分90分120分150分180分210分240分270分300分330分360分

最も脆弱な木造密集市街地における延焼火災シミュレーション 加藤孝明作成
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「防災都市づくり」としての
延焼遮断帯整備のイメージ

延焼遮断帯（防災都市づくり推進計画）

延焼遮断帯の整備状況（２００６/１９９６現状）

区部 多摩 合計

km ％ 96 km ％ 96 km ％ 96

防災骨格軸 466 97 94 71 69 63 537 93 90

都市計画道路の整備状況（２００２）

主要遮断帯 264 62 51 48 56 43 312 61 49

一般遮断帯 677 47 38 154 21 16 830 42 34

合計 1,407 66 59 273 40 33 1,680 62 55

都市計画道路 完成率 年間の道路完成率

区部 １，７６４ｋｍ ５７％ ー

多摩 １，４２２ｋｍ ５０％ ー

合計 ３，１８６ｋｍ ５４％ 10km／年

（２）防災まちづくりの基本方向

★直接被害の軽減と災害対応のための空間確保

①住宅の簡易耐震化・耐震化・難燃化・不燃化①住宅の簡易耐震化 耐震化 難燃化 不燃化

②室内の簡素化・家具の固定

③防災道路・生活道路（行止路地の解消）

④防災公園・防災活動拠点施設・消火設備（水利）

③・④ → 避難/消防/救出救助活動のための空間

確保（防災訓練を活かす舞台づくりの効果）

⑤街並み形成と共同／協調建て替えなど「ルール」化

⑥まちづくり組織・自主防災組織の形成
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整備地域(防災都市づくり推進計画)
計画目標：
2025年に不燃領域率70%

重点整備地域(防災都市づくり推進計画)
基盤整備事業などを重点化して、
モデル的に防災まちづくりを推進

防災都市構造
＊

防災生活圏

★街づくり事業の
重層的な推進重層的な推進

＜基盤整備事業＞
・土地区画整理事業
・市街地再開発事業
・街路事業
・公園整備事業
＜修復型整備事業＞
・防災街区整備事業

密・木造住宅密集市街地
整備促進事業

・都市防災不燃化
促進事業

・細街路整備事業
・耐震改修促進事業

木造密集市街地の整備（前）
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修復型防災街づくりのイメージ 延焼遮断帯 、 整備地域・重点整備地域

《防災上危険な市街地の優先的整備》《防災上危険な市街地の優先的整備》

目標：平成37年度 不燃領域率70%

■整備地域(28地域、７,０００ha)：
修復型事業、規制誘導策

■重点整備地域（11地域、2,400ha）：
上記ほか、基盤整備事業 等

６-2-2.災害対応で被害の拡大防止

★量的被害に、どのように対応できるか？

★大都市ほど個人の自助・地域の共助が不可欠！

消防活動 消防車は 足• 消防活動：消防車は不足 →
住民・消防団・企業の初期消火・延焼阻止活動

• 救出・救助活動 → 住民の自主防災活動

広域的支援・後方での医療活動

• 広域避難 → 広域避難計画の周知を広域避難 広域避難計画の周知を

• 避 難 所 → 避難所が足らない？

• トイレ問題 → 個人で対応すべきだが？

• 帰宅困難と滞留者対策 → 盛り場での滞留者

• 備蓄問題 → 個々の区民･都民の自立を

（１） 徒歩帰宅問題
％

１００

帰宅困難者とは（定義：中林1985）

帰
宅
困
難
者
出
現
率

徒歩帰宅可能者

帰宅困難者

被災した出先からの帰宅距離

０km １０km ２０km

率

０

＊1978年宮城県沖地震時の被災者行動調査（科学技術庁）に基づいて概念定義したもの
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首都圏の帰宅困難者
（内閣府資料に加筆）

帰宅困難者 650万人

都 県 帰宅困難者数

埼 玉 ６７万人

千 葉 ８２万人

外出者

2100万人

近距離徒歩帰宅者

帰宅断念者

遠距離徒歩帰宅者

千 葉 万人

東 京 ３９０万人

神奈川 １１０万人

合 計 ６５０万人

全外出者2100万人

自宅の
在宅者

1250万人

近距離徒歩帰宅者
全外出者2100万人

居住ゾーン外への
外出者 1400万人

帰宅困難者
650万人

居住ゾーン外 750万人

居住ゾーン内 700万人

帰宅困難者の推計（東京都：千人）
＝滞留者総数 １１４０万人＝

10-20km 20km～ 帰宅困難者 外出者

東京都 2 880 3 920 20東京都 1,040 2,880 3,920 7,520

区 部 861 2,599 3,460 5,420

千代田 136 435 571 290 

中 央 89 293 382 210

港 110 357 467 286

新 宿 84 267 351 325 

多摩部 179 282 461 2,100  

主要ターミナル駅の滞留者／帰宅困難者

帰宅困難者 徒歩帰宅者 滞留者総数

東 京 駅 142,400 55,900 198,300

渋 谷 駅 103,600 79,300 182,900

新 宿 駅 90,600 76,600 167,200

池 袋 駅 84,800 80,900 165,700

品 川 駅 89,100 38,800 127,900

上 野 駅 44,200 45,700 89,900

町 田 駅 28,300 99,200 127,500

八王子駅 17,400 67,100 84,500

扇
大
橋

中
山
道 日

光
街
道

環
状
８
号

千
住
新
橋

新青梅街道

環
状
７
号

混雑度
ランク

凡例

A 6 00以上 0 4以下

混雑度(人/㎡) 歩行速度(km/h)

基本ケース（３時間後） 歩行者速度（15時00分）
（12時発災、天候：晴れ、幹線以外一部利用、全橋梁通行可、建物倒壊考慮：有、

火災考慮：有、帰宅経路混雑情報利用不可、安否情報提供改善：無）

大
師
橋

六
郷
橋

多
摩
川
大
橋

A 6.00以上 0.4以下
B 5.25以上 6.00未満 0.4超 1.0未満
C 4.00超 5.25以下 1.0以上 2.0未満
D 2.75超 4.00以下 2.0以上 3.0未満
E 1.50超 2.75以下 3.0以上 4.0未満
F 1.50以下 4.0　　

火災のため通行不可
河川
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東京湾北部地震

-想定震度分布-

帰宅困難者
ほど

同時被災
しない

20km

40km

つまり、

自宅の被害
は少ない

徒歩帰宅・究極対策の効果

徒歩帰宅の究極対策徒歩帰宅の究極対策
・１／２が翌日帰宅（買い物客以外：従業員対策）
・帰宅経路の混雑情報等が利用可能（完全情報）
・建物の耐震化・不燃化で、建物被害の支障がない
・安否確認の迅速化（６時間以内に完全取得）

扇
大
橋

中
山
道 日

光
街
道

環
状
８
号

千
住
新
橋

新青梅街道

環
状
７
号

混雑度
ランク

凡例

A 6 00以上 0 4以下

混雑度(人/㎡) 歩行速度(km/h)

帰宅経路混雑情報利用可、安否情報提供改善：有、翌日帰宅割合1/2（３時間後）

歩行者速度（15時00分）
（12時発災、天候：晴れ、幹線以外一部利用、通行不能橋梁無、建物倒壊有、火災有、）

大
師
橋

六
郷
橋

多
摩
川
大
橋

A 6.00以上 0.4以下
B 5.25以上 6.00未満 0.4超 1.0未満
C 4.00超 5.25以下 1.0以上 2.0未満
D 2.75超 4.00以下 2.0以上 3.0未満
E 1.50超 2.75以下 3.0以上 4.0未満
F 1.50以下 4.0　　

火災のため通行不可
河川

帰宅困難時にほしい情報
（東京都：防災に関する世論調査2006)

①家族・親戚・知人の安否 ７８．７％

②自宅周辺の被害・火災の状況 ７５．８％②自宅周辺の被害 火災の状況 ７５．８％

③自分のいる現在地の被害や火災の状況 ６１．２％

④水や食料の入手方法 ４９．７％

⑤交通機関の運行・復興状況 ３３．３％

⑥避難場所の情報 ２７．５％⑥避難場所 情報

⑦ライフラインの被害情報 ２５．３％

⑧火災発生や建物倒壊などの被害状況 ２４．６％

★トイレ問題に気がついていない！
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安否確認を確実に

災害伝言ダイヤル
「１７１」

８００万件

（固定電話）

４８時間

災害伝 板 件 時災害伝言板 ４０００万件

（携帯電話）

４８時間

ＷＥＢ１７１

（インターネット）

５億件

（携帯電話／パソコン）

４８時間

企業／官庁向け E-mail 携帯電話企業／官庁向け

安否確認システム

E mail、携帯電話、
PHS、一般電話、Fax等

ラジオによる

（ニッポン放送）

登録している学校／ビ
ルの安否情報の放送

（２）．避難所が足らない
• 複雑な避難システム ： 東京では、

①一時避難場所 →大火災発生→
② 広 鎮 後 被②(広域)避難場所 →鎮火後→自宅被災→
③避難所（区市町村の施設）

• 誰が指定するのか

① 区市町村・自治会や町内会

② 区部は東京都指定・市部は各市（運営は？）

③区市町村が指定（運営は区市町村と地域で）

★被害想定によると、「避難所」が不足する地域
が想定された。

東京湾北部地震の被害想定からみた
一次避難所収容数の過不足（内閣府） 何故、避難所が不足するのか

①全ての公的施設が使えるわけではない。

• 最も中心となるべき小中学校の耐震改修が• 最も中心となるべき小中学校の耐震改修が
不完全である。

②東京湾北部地震の被害想定において、住家
被害が拡大した区、ライフラインの被害が厳し
く想定された区を中心に、避難者想定人数が
増大した。

• とくに、建築的には被害が軽微にもかかわら
ず、高層マンション等からの避難者が増える
と、避難所が切迫する。
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避難所の不足とその不足量に対する
供給可能性

（３）仮設住居等の供給量の推計

★現在では、建設不況の影響で、プレハブラインが縮小し、6ヶ月後に供給出来る
応急仮設住宅は、2004年当時の12万戸から、6.8万戸に半減している。

「首都直下地震避難対策等専門調査会」報告に
基づく『首都直下地震対策大綱』の修正(2010.1.15)

＜主な修正内容＞

１．避難者・帰宅困難者等の具体的対策の追加避難者 帰 困難者等 具体 対策 追

（１）膨大な数の避難者および応急住宅需要への対応

①避難所への避難者数の低減対策

②避難所不足対策

・既存避難所の機能確保・民間等施設の拡充・テント等の活用・自治体連携
による広域的避難体制の検討による広域的避難体制の検討

③避難所運営と必要物資等供給の対策

④避難者が必要とする情報提供の対策

⑤応急住宅など仮住まいの確保対策

・応急修理など自宅への復帰・空室空家の活用・応急仮設住宅の早期提供

（４）.東京23区の災害用トイレ備蓄状況
名称 洗浄方式 主なし尿処理 23区備蓄量 備考

携帯トイレ
非水洗式
（便袋でパック）

し尿を凝固・消臭・
ゴミ処理

1,478,210枚 大量の固形ゴ
ミが発生

簡易トイレ
簡易洗浄式
非水洗式

便漕貯留
（汲み取り処理）

33,436基 バキュ－ム車
による搬送が

簡易
非水洗式 （汲み取り処理）

,
による搬送が
必要

組み立てトイレ 非水洗式
便漕貯留 4,571基
便漕貯留 1,853基 液分排水処理
マンホールトイレ 4,501基 (仮設トイレ)

仮設トイレ
簡易水洗式
泡洗式
非水洗式

便漕貯留 308基 バキュ－ム車
による搬送が
必要

設置型災害用トイレ
簡易水洗式
非水洗式

便漕貯留 994基
下水道へ移送 1,303基

他 基その他 － － 3,724基 －

自己処理トイレ

水洗循環式 生物／物理化学処理 ０基

簡易水洗式 乾燥／焼却処理 0基

非水洗式
おがくず（木質物
資）など混合処理

0基

車載トイレ 簡易水洗
乾燥処理 0基
便漕処理 0基
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東京23区における発災後６時間までの
トイレの需給状況（内閣府2008）

＜（Ａ）避難所の全トイレが使えない＞ ＜（Ｂ）避難所のトイレの半数が使える＞

東京23区における発災後24時間後の

トイレットペーパー充足率推計（内閣府2008）

７．東京都の事前復興の取り組み
震災復興マニュアル（施策編）／（プロセス編）／震災復興グランドデザイン 復興対策の事前準備が重要

－阪神･淡路大震災の教訓－

（１）どのような復興を目指すのか

復興デザイン・ビジョン論：復興目標像づくり

• 「震災復興グランドデザイン」

（２）どのように復興計画を策定するのか

計画・事業ガイドライン論：復興計画づくり

「震災復興 アル（復興施策編）• 「震災復興マニュアル（復興施策編）」

（３）どのように復興を進めるか

復興プロセス・運営論：復興実践論

• 「震災復興マニュアル（復興プロセス編）」
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① 震災復興グランドデザインの構成

安心安全な市街地
としての再生

被
災
を

緑の環状市街地

目標 理 念 プロジェクト 内 容

復興土地区画整理事業・
・再開発事業・地区計画等

水と緑のネットワ ク

安全都市
の構築

繰
り
返
さ
な
い
、
環
境
と
共

緑の環状市街地
の構築

親水河川 再生

安全な地盤の構築

都市のバックアップ公園
の新設拡充

ガレキでスーパー堤防・
土地区画整理事業

水と緑のネットワーク・
街路樹や歩道空地整備

ライフスポットの防災公園
の新設・既存公園の整備

河川緑地の再整備・
国際文化都市

の整備

環境共生都市
の創造

の構築

共
生
し
た
国
際
都
市

親水河川の再生

国際ビジネスセンター
の拡充

基幹交通ネットワーク
の形成

河川緑地の再整備
清流復活・緩傾斜堤防等

安全なＩＴ都市と
都心居住の推進

主要幹線道路・駅前広場
高速道路ネットワークと

地下化･連続立体交差整備

共助､連携の
都市づくり

の整備

震災復興戦略プロジェクト －「東京都震災復興グランドデザイン」－

「緑の回廊」プロジェクト
② 東京都「震災復興マニュアル」

（復興プロセス編）

＜ 原 則 ＞自助･共助･公助／協働と連携

＜基本視点＞

①住民主体（自助・共助）と支援（公助）

②多様なプロセスへの対応（多様な公助）

③本格復興までの暫定的な生活の場の確保③本格復興までの暫定的な生活の場の確保

④平時からの地域づくり活動の推進と支援

⑤「震災復興グランドデザイン」に基づく都市復興
と総合的な地域づくり
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震災復興
グランド
デザイン
の共有

平時

地震発生

地域の復興組織
づくり働きかけ

避難生活期 復興始動期

「
地

グランドデザインに基づく

復興都市づくりの提案
住民組織
の支援

ステップ１ ステップ２

本格復興期

計画づくり支援
時限的市街地の支援

多様な復興事業
メニューの活用

ステップ３

専門家支援

地
域
づ
く
り
の

組
織
が
あ
る組

織
づ
く
り

避
難
生
活
期
か
ら
地

復
興
組
織
の
設
立

組織強化

地
域
力
」
に
よ
る

「
地
域
協
働

テッ テッ

地域復興
協議会
の結成

協働
復興区

時限的
市街地
の形成

地域づくり
協議の
本格化

テップ

本格復興
の

展開

・都市の復興
・住宅の復興
・暮らし復興
・産業の復興

復
興
の
実
現

地
域
づ
く
り
の

組
織
が
な
い

り
の
支
援

域
復
興
体
制
づ
く
り

組
織
が
で
き
な
い

組織化

働
復
興
」

復興への考えが
地域で

共有できない

の認定
本格化

合意形成

・産業の復興
現

行政主導による都市復興

個人による個別復興

整
合

③ 東京都の事前復興の取り組み

①東京都主導の「都市復興模擬訓練」

＊行政職員による都マニュアル「復興施策」の実践的訓練

＊都市整備局主導で1998年度から毎年開催（第1３回）＊都市整備局主導で1998年度から毎年開催（第1３回）

＊「地域協働復興」による都市復興の進め方の疑似体験。

②区市の「復興マニュアル・復興条例」づくり

＊復興の最前線となる区市の事前復興の取り組み

＊16区1市で様々な取り組みが進展中展

③「復興まちづくり模擬訓練」

＊復興まちづくりプロセスの地域社会との共有化

＊15区１市・30数地区ほどで実践し、マニュアル作りのきっ
かけとその習熟の場となっている

(a) 都市復興模擬訓練２００９ (b) ｢復興まちづくり模擬訓練｣とは
●「震災復興マニュアル」で考えているように、

「地域力」を基礎に、 「地域協働復興」の

「復興まちづくり」はできるのであろうか？

★「復興」についても、対策の事前準備なのであるから、
行政的にも地域的にも「訓練」をしよう。

★訓練は、「地域力」の育成を目指して、★訓練は、 地域力」の育成を目指して、

「復興市民組織育成事業（2004～06）」の制度を創
設し、東京都が補助事業として実施した。

●2007年以降も各区市が独自に取り組んできている。
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○○地区・震災復興まちづくり訓練
〜震災後の時間の経過に即して訓練する～

復

第２回
街に留まっ
て、復興に
取り組むた
めの時限的
市街地を考
える

第３回
○○の街の
復興計画を
考える。

第４回
○○の街の
復興まちづ
くりの進め
方を考える

第１回
○○の街の
地震被害を
イメージし、
課題を話し
合う

○
○
地
区
の

興
ま
ち
づ
く
り
訓
練

の
予
定

新小岩復興まちづくり模擬訓練新小岩復興まちづくり模擬訓練（（20052005））
第１回第１回 1212月月2727日（月）：日（月）：地元参加者５８名地元参加者５８名

まち歩き・まち点検まち歩き・まち点検

（課題別テーマを決めて９斑でまち歩き）（課題別テーマを決めて９斑でまち歩き）（課題別テ を決め 斑 まち歩き）（課題別テ を決め 斑 まち歩き）

第２回第２回 11月月3030日（日）：日（日）：地元参加者５７名地元参加者５７名

復旧復興の問題を考える復旧復興の問題を考える（ロールプレイング）（ロールプレイング）

第３回第３回 22月月1919日（土）日（土）::地元参加者５３名地元参加者５３名

復興拠点となる仮設のいえ・みせ・まちを考える復興拠点となる仮設のいえ・みせ・まちを考える

（時限的市街地検討 模型まちづくりゲ ム）（時限的市街地検討 模型まちづくりゲ ム）（時限的市街地検討：模型まちづくりゲーム）（時限的市街地検討：模型まちづくりゲーム）

第４回第４回 33月月1919日（土）日（土）::地元参加者５１名地元参加者５１名

復興まちづくりを考える復興まちづくりを考える（復興の計画づくり）（復興の計画づくり）

第５回第５回 44月月1010日（日）：日（日）：成果報告会成果報告会

第１回第１回 まちあるき・まち点検まちあるき・まち点検 第２回第２回 避難生活から復興を考える避難生活から復興を考える
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第３回第３回 仮設のいえ・みせ・まちを考える仮設のいえ・みせ・まちを考える 第４回第４回 復興まちづくりを考える復興まちづくりを考える

8.まとめー事前対応から復興への課題ー

①事前対策の課題

• 木造密集市街地の防災まちづくりが進まない

②直後 応②直後対応の課題

• 火災防御対策の限界（都市構造と消火体制）

• 徒歩帰宅など2100万人の外出者対策の困難

• 避難所の不足・緊急物資の不足

③復興対策の課題③復興対策の課題

• 仮設住宅など｢仮住まい｣の不足

• 復興まちづくりへの合意形成の困難さ

• 復興原資の限界（人材･財政・土地）

「事前復興対策」の意義と課題(1)

未曾有の規模の「ス パ 都市• 未曾有の規模の「スーパー都市
災害」から復興は、出たとこ勝負
ではなく、事前に準備しておくこ
とが重要。とが重要。

• それによって間接被害を軽減で
きる。
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復興対策
の構造

被災地
被災者

阪神淡路大震災 東京湾北部地震*
全壊・全焼建物 １１１，１１７ 棟

１８７，２２８世帯
８５０，０００ 棟

１，７００，０００世帯

半壊建物 １３７，２７１ 棟
２５９，２４６世帯

２６０，０００ 棟
５００，０００世帯

建物被害 住宅4兆0300億円 建物被害 55兆円
首都機能
基盤施設
事業所
経済
雇用
市街地
住宅
生活

建物被害 住宅4兆0300億円
業務1兆7700億円

建物被害 55兆円
（１００万事業所含）

法定都市計画事業
任意都市整備事業

３１０ｈａ
１，９００ｈａ

５，０００ｈａ
１０，０００ｈａ

都市インフラ 交通復興の遅れ 12兆円

住
宅

合計（県＋市）
復興公営
借上公営

１９７，０００戸
５４，６００戸
２３，７００戸

１，８００，０００戸
５００，０００戸
２１７，０００戸

文化
教育
公共

宅
再
建

借上公営
公団公社
再開発系
民間再建

２年半の全供給

３， 戸
３６，７００戸
５，９００戸

７６，１００戸
２７８，０００戸

， 戸
３３５，０００戸
５４，０００戸

６９４，０００戸
－－－

生活再建支援 －－－ ６兆５千億円

福祉・医療・文化支援等 ＋基金９０００億円 ＋復興基金９兆円

＊住宅再建は阪神
淡路大震災の比率
を当てはめた

１１２兆円規模の「復興市場」（中林私案）

★「住まいと街とインフラの復興」 ＜７２兆円＞
• 都市再開発事業 350ha×300億円＝ 11兆円
• 土地区画整理事業 4,650ha× 30億円＝ 14兆円土地区画整理事業 4,650ha 30億円 14兆円
• 任意事業市街地復興 10,000ha× 6億円＝ 6兆円
• 公共施設･･････････････････････････････・・・・ 8兆円
• 住宅再建 ： 220万戸×1500万円 ＝ 33兆円
★応急対応の費用 ＜ ８兆円＞
• 避難所費用 ： 220万世帯×90万円 ＝ 2兆円
• 震災廃棄物処理（非住宅の公費解体も） ＝ 1兆円震災廃棄物処理（非住宅の公費解体も） 1兆円
• 応急仮設住宅：170万戸×0.3×1,000万円＝ 5兆円
★生活･雇用･福祉･文化など「人間と社会の復興」＜３２兆円＞
• 生活再建支援（公的支援） ･････････････････ 7兆円
• 復興基金 ････････････････････････････････ 9兆円
• 産業復興支援 ･･･････････････････････････ 16兆円

復興対策の要：３つの“Q”のバランス

• 前提となる「財政･人材・資源」の制約の下で、

• Quantity 規模 ： 復興すべき被害規模Q y 規模 復興す き被害規模

★牧(2007)によると全半壊建物率８％を超えると、
自治体は復興計画を策定する。

• Quality 質 ： 復興すべき質（レベル）

★復興すべき質を誰が決め、負担するのか。
公共施設は「現状復旧」を原則とするが公共施設は「現状復旧」を原則とするが、・・・・・

• Quickness 速度 ： 復興に要する時間

★迅速な復興が間接被害の軽減をもたらす。
質と速度の調和点としての１０年復興（阪神、中越）

「事前復興対策」の意義と課題(2)
• さらに、直接被害の軽減のための「防災まちづく
り」の新たな進展の機会ともすべきである。

• ｢復興まちづくり」が必要な地区とは、｢防災まち
づくり」を促進すべき地区

しかし

• ｢防災まちづくり」が目指すまち像と｢復興まちづく
り 目指すまち像とは 致 な とが多り」で目指すまち像とは、一致しないことが多い

• それによって、事前の「防災まちづくり｣と事後の
「復興まちづくり」の不連続の解消を図っておく。
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災害に強いまちづくりの枠組み

防災いえづくり
災害対応活動準備

防災訓練
地

防災まちづくり
復旧復興対策準備

復興まちづくり訓練

地
震
発
生

平時の地域での取り組み

災害対応
消火
救出
救助

１次被害の
拡大防止

復興対策
住宅再建
まち復興
都市復興

間接被害の
軽減

復旧対策
避難所

仮設住宅
間接被害の

軽減

一
次
被
害
は

減
っ
た
か

①-2 間接被害

①
-
2

事前の直接被害の軽減 ＆
復興準備による間接被害の軽減

地
震①被害想定

⑦復興想定

②

地
域
の
水
準

⑤復興計画・復興プログラムづくり

⑥復興プロセス（進め方）づくり

④復興ビジョンづくり

2
直

接
被

害

創造的復興
のための

事前復興対策
④⑤⑥②防災まちづくりの実践

③災害対応対策の実践

②

T０

現在
T１

地震発生
T３

復興計画による
復興の迅速化

T２

当初復興事業完了時

④⑤⑥②防災まちづくりの実践

被害想定に基づいて、防災まちづくりを実践し、災害対応、復興対策を準備しておくと、
直接被害とともに間接被害も軽減することが期待できる。

対策項目 東京湾北 東 海 東南海･
南海

宮城県沖 明治三陸 上町断層 猿投高町

予知・警戒宣言 － ○ － － － － －

大震法・特別措置法 － 大震法 特措法 特措法 特措法 － －

対策強化・推進地域 － 強化 推進 推進 推進 － －

被害想定に基づく特別措置の比較

対策強化 推進地域 強化 推進 推進 推進

強化･推進基本計画 － ○ ○ ○ ○ － －

防災強化･応急計画 － ○ － － － － －

地震対策大綱 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

緊急対策方針 － ○ － － － － －

応急対策活動要領 ○ ○ ○ ○ ○ (－) (－)( ) ( )

活動要領に係る計画 ○ － － － － － －

地震防災戦略 ○ ○ ○ ○ ○ (－) (－)

官庁BCP・復興対策 ○ － － － － － －

★首都直下地震特別措置法を：震災予防から復興まで

「首都直下地震対策特別措置法」を

• 「事前復興」として、「防災まちづくり･防災都市
づくり｣の強力な推進

• 被災後の復旧復興に支出する「公費」を、事前
に支出して、被害軽減を促進する。

• 「原状復旧」ではなく、「100年後の超巨大地震｣
と「日本人9000万人の時代」を見通した『未来
復興』を復興』を。

• 特別措置 ： 日本国の｢首都づくり｣として、強
いリーダーシップと公的支援で、事前復興と未
来復興を推進する。
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ご静聴ありがとうございました。

中林一樹


